
別紙第２号書式

公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

団体ＨＰ・議会所管委員会への説明

芽室町

6,692（H18）

9,796（H18）

306（H18）

2,642（H18）

うち公営企業債現在高(百万円)

0.430（H18）

81.9（H18）

16.8（H19）

18,300国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在) 162
構成団体名

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 9,490（H18）

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

2.1（H18）

基 本 方 針

〔合併期日：平成○年○月○日〕

内　　　容

①持続可能な財政運営
　町民生活に必要不可欠な公共サービスが常に安定的に供給され、社会情勢の急激な
変化や行政需要の変化においても、迅速に対応できる持続可能な財政基盤の確立。
②効率的・効果的財政運営
　計画･予算・評価の連動を強く意識した行政経営。
③自主･自立的財政運営
　自主財源の確保を図るとともに、受益と負担や役割分担（自助･共助･公助）を踏ま
えた財政運営。

芽室町公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

平成１９年度～平成２３年度

芽室町集中改革プラン　平成１７年度～平成２１年度

レ



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

公営企業金融公庫資金

37旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

104

17 1 18

37繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
94 10繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

40,487

0

84,492

62,942

144,783

合　　計

3,687

40,487

小　　　計　　　　 (B) 40,487

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 40,487

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 47,940 36,552

小　　　計　　　　 (B)

23,303 34,411 5,228

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 41,093 93,600 10,090

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

学校教育施設等整備事業債

一般会計出資債

小　　　計　　　　 (B)

一般公共事業債（都市計画街路）

公営住宅建設事業債

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

17,790

8,102

42,920

8,167

59,189

1,542

12,561 4,862

4,862

11,789

44,462

25,590

81,841

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

1,280 988 2,268

46,660 35,564 82,224

0

47,940 36,552 84,492

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

広域水道企業団出資債

普
通
会
計
債

一般公共事業債（公園緑地）

学校教育施設等整備事業債

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

9,088 18,329 2,619 30,036

14,215 16,082 2,609 32,906

一
般
会
計

出
資
債
等

0

0

一
般
会
計

出
資
債
等

一般会計出資債 21,571 21,571

広域水道企業団出資債 18,916 18,916



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①公債費負担の健全化

課 題 ②自主財源の確保

課 題 ③

課 題 ④

課 題 ⑤

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　本町における基幹的な収入である町税及び地方交付税（普通交付税）のうち、町税
は人口の増加などにより若干上向きになっているが、地方交付税の減少により、町全
体の収入は総じて減少傾向にある。現状においては基幹産業である農業所得に大きく
左右されるという不安要素を抱えており、将来的には担税人口の減少が予想されるこ
とから町の歳入構造はさらに厳しくなることは明らかである。したがって、多額な基
金の取り崩しを余儀なくされ、基金に依存した財政運営を強いられる状況にあるが、
安易に財政調整のために基金を取り崩すことなく、歳入歳出両面にわたり見直しを継
続していくことにより、財政調整基金等の取り崩しを最小限に抑えた健全な財政運営
を目指す。

　平成17年国勢調査において本町の人口は、前回調査（平成12年）と比較して約700人
増加しているが、長引く景気低迷の影響を受けるとともに、農業所得の減収などによ
り町税全体の伸びは期待できない状況である。

　義務的経費（人件費・扶助費・公債費）が歳出全体の約4割（平成18年度）を占めて
おり、特に今後は国営土地改良事業負担金の繰上償還に伴う起債借入の償還により公
債費が増大し、大きな負担となっている。



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）
２
行

2,169 2,248 2,255 2,311 2,217 2,391 2,468 2,435 2,478 2,523

地方譲与税 719 762 830 839 898 766 766 764 761 759

地方特例交付金 75 77 90 85 64 19 19 19 12 12

地方交付税 4,498 4,286 3,792 3,621 3,672 3,487 3,340 3,294 3,158 3,025

小計（一般財源計） 7,461 7,373 6,967 6,856 6,851 6,663 6,593 6,512 6,409 6,319

分担金・負担金 208 185 159 240 159 179 150 140 112 113

使用料・手数料 272 315 349 366 377 376 378 381 387 387

国庫支出金 297 550 403 373 436 466 368 436 335 336

うち普通建設事業に係るもの 64 192 100 85 212 160 107 174 72 72

都道府県支出金 958 897 691 787 663 664 522 457 396 396

うち普通建設事業に係るもの 658 628 384 491 362 312 190 125 63 63

財産収入 53 48 29 36 45 98 27 27 27 27

寄附金 12 0 4 54 28 62 0 0 0 0

繰入金 38 47 34 132 24 22 337 261 283 288

繰越金 142 176 161 162 165 270 77 50 50 50

諸収入 784 532 434 1,847 414 753 401 400 386 384

うち特別会計からの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方債 732 932 667 1,770 552 826 420 436 443 421

特別区財政調整交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10,957 11,055 9,898 12,623 9,714 10,379 9,273 9,100 8,828 8,721

人件費　　　　　　　ａ 1,978 1,874 1,856 1,715 1,680 1,659 1,636 1,605 1,590 1,522

うち職員給 1,352 1,288 1,227 1,180 1,163 1,118 1,101 1,072 1,044 1,023

物件費　　　　　　　ｂ 1,464 1,398 1,397 1,420 1,431 1,465 1,459 1,477 1,496 1,501

維持補修費　　　　　ｃ 306 303 313 307 272 315 318 322 325 328

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 3,748 3,575 3,566 3,442 3,383 3,439 3,413 3,404 3,411 3,351

扶助費 426 610 647 671 698 737 769 772 775 778

補助費等 1,439 1,983 1,271 4,164 1,274 1,780 1,215 1,240 1,252 1,251

うち公営企業(法適)に対するもの 392 378 368 363 362 333 330 327 324 321

普通建設事業費 2,547 2,042 1,499 1,523 1,582 1,621 1,173 1,158 952 952

うち補助事業費 812 1,142 587 687 856 804 527 546 214 214

うち単独事業費 1,735 823 829 836 726 817 646 612 738 738

災害復旧事業費 0 59 0 0 0 10 0 0 0 0

失業対策事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公債費 1,298 1,253 1,217 1,166 1,120 1,272 1,325 1,136 1,084 1,033

うち元金償還分 986 974 958 934 891 1,046 1,107 932 891 847

積立金 12 42 207 165 66 72 4 4 4 4

貸付金 322 280 238 199 171 214 214 214 214 214

うち特別会計への貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社、三ｾｸへの貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繰出金 913 969 1,011 1,076 1,117 1,143 1,093 1,105 1,069 1,070

うち公営企業(法非適)に対するもの 509 522 531 589 563 599 532 525 480 475

その他 76 81 80 52 33 14 17 17 17 18

10,781 10,894 9,736 12,458 9,444 10,302 9,223 9,050 8,778 8,671

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 176 161 162 165 270 77 50 50 50 50

実質収支 128 145 160 155 140 77 50 50 50 50

標準財政規模 7,289 6,880 6,690 6,634 6,692 6,444 6,409 6,327 6,207 6,091

財政力指数 0.345 0.360 0.386 0.408 0.430 0.436 0.441 0.450 0.462 0.475

実質赤字比率　　　(％)

経常収支比率　　　(％) 80.6 76.4 81.8 81.6 81.9 87.6 87.8 87.7 89.0 88.7

実質公債費比率    (％) － － － 15.3 16.8 17.3 17.4 17.3 16.9 16.5

地方債現在高 9,633 9,591 9,299 10,135 9,796 9,576 8,889 8,393 7,945 7,519

積立金現在高 2,400 2,395 2,567 2,600 2,642 2,692 2,359 2,102 1,823 1,539

財政調整基金 882 922 1,127 1,127 1,128 1,132 1,008 902 737 567

減債基金 617 581 551 531 513 497 389 339 326 313

その他特定目的基金 901 892 889 942 1,001 1,063 962 861 760 659

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

○平成16年12月に職員定数適正化計画（平成17年度～平成26年度）を策定し、業務量の効率化と適正な人員配置による行政組織の簡素
化を図りながら、退職者補充分の採用を抑制を実施している。また、勧奨退職制度による早期退職制度による職員数及び人件費の抑制
を実施している。【課題①】

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

○平成18年度から国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与構造の見直しを実施している。【課題①】
○目標管理制度と連動した人事考課制度の俸給制度を構築する。【課題①】

◇　技能労務職員の給与のあり方
○一般行政職と同一の給料表を適用しているが、当該職に係る新規採用は行っておらず、在職者が退職後は民間委託等としている。
【課題①】

◇　退職時特昇等退職手当のあり方
○退職時特別昇給は実施していない。【課題①】
○早期退職勧奨制度による退職時特別昇給については、職員数の縮減を推進するための有効な制度であり、やむを得ないものと考える
が、職員定数適正化計画に基づく職員数の状況も勘案しながら廃止についても検討する。【課題①】

◇　福利厚生事業のあり方 ○法定厚生事業以外は、公費負担はしていない。【課題①】

○平成14年8月に環境マネジメントシステムの国際規格(ISO14001)の認定を受け、その後は独自の運用により環境への負荷低減ととも
に光熱水費や消耗品費などの物件費の抑制に努める。また、委託経費についても見直しを継続する。【課題①】

○「民間活用基本計画」及び「民間委託実施計画」に基づき、民間委託業務を再点検し、施設の民営化・業務の外部委託・指定管理者
制度導入施設の拡大を進める。【課題①】
　H18～公民館や社会体育施設などで指定管理者制度を導入。 H19～認可保育所で民間委託と指定管理者導入。

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

○「町税収納運営方針」に基づき、滞納者へのきめ細かな折衝を行うと共に、コンビニエンスストア納付を平成19年度から導入し、納
付場所と時間の拡大を図る一方、平成18年度から滞納者に対して行政サービスの制限措置を講じ、納税の促進に努めてる。また、平成
19年度からは悪質滞納者に対しては、十勝滞納整理機構による徴収業務を実施している。【課題②】

○芽室町土地開発公社については、今後の事業実施が見込まれない状況にあり、解散の方向で検討を進めている。

○本町のホームページや広報誌で公表する。

◇　給与及び定員管理の状況の公表 ○本町のホームページや広報誌で公表する。

◇　財政情報の開示 ○本町のホームページや広報誌で公表する。

○貸借対照表は作成しているが、公会計の整備推進に基づき、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の作成について
も取り組みを進める。

○平成17年度から本格的に事務事業評価制度を導入。評価結果を事務事業改善・予算・決算・各種計画立案に活用するマネジメント・
サイクルを確立し、「選択と集中」「スクラップ・アンド・ビルド」を徹底し、限られた財源を有効に活用する。【課題①】

○都市計画事業の受益者に対する負担として、都市計画税を導入する。【課題②】
　　・H20導入 税率H20～H23 0.1%　・H24以降 0.2%
○町債発行にあたっては、世代間負担の公平性、地方交付税による後年次補填措置の内容等を総合的に判断することを基本に新規町債
発行額を抑制する。【課題①】

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

198 190 183 177 170 162 158 154 150 147

0 △ 8 △ 7 △ 6 △ 7 △ 28 △ 8 △ 4 △ 4 △ 4 △ 3 △ 23

職員数のうち一般行政職員数 179 172 166 160 154 152 149 148 144 142

増減数 1 △ 7 △ 6 △ 6 △ 6 △ 24 △ 2 △ 3 △ 1 △ 4 △ 2 △ 12

職員数のうち教育職員数

増減数

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数

増減数

職員数のうち技能労務職員数 19 18 17 17 16 10 9 6 6 5

増減数 △ 1 △ 1 △ 1 0 △ 1 △ 4 △ 6 △ 1 △ 3 0 △ 1 △ 11

－ － － 15.3 16.8 17.3 17.4 17.3 16.9 16.5

－ － － － 1.5 1.5 0.5 0.1 △ 0.1 △ 0.4 △ 0.4 △ 0.3

9,633 9,591 9,299 10,135 9,796 9,576 8,889 8,393 7,945 7,519

△ 227 △ 42 △ 292 836 △ 339 △ 64 △ 220 △ 687 △ 496 △ 448 △ 426 △ 2,277

1,352 1,288 1,227 1,180 1,163 1,118 1,101 1,072 1,044 1,023

40 104 165 212 229 750 45 62 91 119 140 457

52 50 52 53

52 50 52 53 207

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 750 664

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 18
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

（単位：人、百万円）

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)

改善額

4

○○○

改善額

○○○

改善額

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

課　題 取 組 及 び 目 標

　職員定数適正化計画に基づき、退職者の補充採用を抑制しながら職員を削減する。

　世代間負担の公平性、地方交付税による後年次補填措置の内容等を総合的に判断することを基本に新規町債発行を抑制する。

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

　公営企業会計の健全化を推進し、基準外繰出しの抑制を図る。

　自主財源の確保のため新たに都市計画税の導入を図る。

地方債現在高

1

実質公債費比率

増減

課　題

増減

計画合計

職員数

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

都市計画税導入

改善額

改善額

○○○

改善額

計画前５年間改善額　合計


